
平成２２年（厚）第５７７号

平成２３年６月３０日裁決

主文

厚生労働大臣が、平成○年○月○日付で再

審査請求人に対してした、後記第２の３記載

の原処分は、これを取り消す。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、主文と同旨の裁決

を求めるということである。

第２　再審査請求の経過

１　老齢基礎年金及び老齢厚生年金（以

下、併せて「老齢給付」という。）の受

給権者であったＡ（以下「亡Ａ」という。）

が平成○年○月○日に死亡したので、請

求人は、その子であるとして、平成○年

○月○日（受付）、社会保険庁長官に対

し、亡Ａに支給すべき国民年金法（以下

「国年法」という。）第１９条による未支

給年金及び厚生年金保険法（以下「厚年

法」という。）第３７条による未支給の

保険給付（以下、国年法第１９条による

未支給年金と併せて単に「未支給年金等」

という。）の支給を請求した。

２　社会保険庁長官は、平成○年○月○日

付で、亡Ａに係る未支給年金等（以下「本

件未支給年金等」という。）を請求人に

支給する旨の決定（以下「先行処分」と

いう。）をした。

３　利害関係人・Ｂは、亡Ａの妻であると

して、平成○年○月○日（受付）、厚生

労働大臣に対し、本件未支給年金等の支

給を請求したところ、厚生労働大臣は、

平成○年○月○日付で、請求人に対し、

本件未支給年金等については、請求人よ

りも給付を受けるべき順位が高い者が判

明したためとして、先行処分を取り消す

旨の決定（以下「原処分」という。）を

した。

４　請求人は、原処分を不服とし、○○厚

生局社会保険審査官に対する審査請求を

経て、当審査会に対し、再審査請求をし

た。

５　当審査会は、平成○年○月○日、Ｂを

利害関係人に指定した。

第３　問題点

１　老齢給付の受給権者が死亡した場合、

その者（以下「死亡者」という。）に支

給すべき未支給年金等があるときは、死

亡者の配偶者その他の遺族であって、死

亡者の死亡の当時その者と生計を同じく

していた者（以下「受給適格者」という。）

は、自己の名で、その未支給年金等の支

給を請求することができ、また、未支給

年金等を受けるべき者の順位は、死亡者

の配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟

姉妹の順序によるものとされている（国

年法第１９条第１項及び第４項並びに厚

年法第３７条第１項及び第４項）。

そして、国年法第５条第８項及び厚年

法第３条第２項の規定によれば、ここに

いう配偶者には、婚姻の届出をしていな

いが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含むものとされている。

２　本件において、亡Ａがその死亡の当時、

老齢給付の受給権者であったこと、請求

人が亡Ａの子であること、及び亡Ａと利

害関係人が戸籍上の夫婦ではなかったこ

とについては、本件資料から明らかであ

り、この点についての当事者間の争いは

ないと認められるから、本件の問題点

は、請求人よりも先順位であるとされた

利害関係人を、本件未支給年金等の受給

適格者と認めることができるかどうかで

あり、それが認められない場合、請求人

を本件未支給年金等の受給適格者と認め

ることができるかどうかということであ

る。

第４　事実の認定及び判断

１　本件資料によれば、次の事実が認めら

れる。

(1)･･ ･亡Ａは、昭和○年○月○日にＣ（以

下「Ｃ」という。）と婚姻し、両名の

長男として、昭和○年○月○日に請求

人が出生した。Ｃは、平成○年○月○

日に死亡し、以後亡Ａには戸籍上の配



偶者は存しない。亡Ａは、平成○年○

月○日を受給権発生日とする老齢給付

の受給権者であったが、平成○年○月

○日に死亡した。

(2)･･ ･住民票によれば、亡Ａは、平成元

年○月○日に、○○○市○○町○○○

○番地の○から○○○市○区○○○○

丁目○番○号（以下「ｂ宅」という。）

に転居し、その後同人死亡時まで住所

の変更はない。住民票によれば、請求

人は、平成○年○月○日に、○○○市

○区○○○○丁目○番○－○○○号か

ら○○○宅に転居し、その後亡Ａ死亡

時まで住所の変更はない。住民票によ

れば、利害関係人は、平成○○年○月

○日に○○○市○○区○○○○○丁目

○番○－○○○号（以下「ｃ宅」とい

う。）から○○○市○○区○○○○丁

目○番○○－○○○号（以下「ｄ宅」

という。）に転居し、その後亡Ａ死亡

時まで住所の変更はない。

(3)･･ ･利害関係人には戸籍上の配偶者は

存しない。

(4)･ ･○○○市○○○○丁目○○○番地

○に所在の「リーデンススクエア　･

○○○」と称する建物の○○○号室（床

面積９３．０１㎡。以下「本件不動産」

という。）は、平成○○年○月○○日

に株式会社○○○○○から亡Ａ及び利

害関係人に売却された。本件不動産の

持分割合は、亡Ａが１０分の４、利害

関係人が１０分の６である。

(5)･ａ社情報開示センター作成名義の

「ガス料金等支払証明書」と題する書

面（平成○年○月○日付）によれば、

亡Ａは、平成○年○月○日から平成○

年○月○日までの間、毎月、○○○宅

を使用場所住所としてガス代を支払っ

ていた。

(6)･ ･平成○年○月○日から平成○年○

月○日までの期間における、朝食前又

は夕食前などの血糖値が多数記載され

ている亡Ａ作成のものと推認される

「自己管理ノート」と題する書面（以

下「本件管理ノート」という。）、及び、

医療受給者証やいくつもの金融機関の

預金通帳、趣味で描いていた多くの絵

画等は、いずれもｂ宅に置かれていた。

(7)･ ･ｂ宅を住所とする請求人及び亡Ａ

連名あての複数の年賀状、及びｃ宅を

住所とする利害関係人及び亡Ａ連名あ

ての複数の年賀状が存する。

２･･利害関係人は、次のとおり述べている。

(1)　亡Ａとは、平成○年ころから平成

○年○月までｃ宅で同居していた。そ

の後、平成○○年○月には、ｄ宅で同

居するため、共同名義で本件不動産を

購入した。共同名義での本件不動産購

入は、利害関係人と亡Ａがそれまで同

居しており、今後も同居を継続するつ

もりであったことの何よりの証拠であ

る。

(2)･ ･亡Ａと共同名義で本件不動産を購

入していることから、本件不動産購入

のために共同で資金を拠出していたこ

とも明白であり、利害関係人と亡Ａが

消費生活上の家計を一つにしていたこ

とは明らかである。

３･･請求人は、次のとおり述べている。

(1)･ ･請求人と亡Ａは、平成○年○月に

現住所（注：ｂ宅を指す。）に新築の

家を建て、亡Ａ、Ｃと請求人の家族で

同居し、毎朝、亡Ａと二人で○○○○

株式会社（亡Ａが創業した会社で、亡

Ａが会長、請求人が社長を務めてい

る。）に通勤し、生活費を出し合い、

財布を一つにして食事代やその他の出

費に充て、ガス代・電気代は亡Ａが支

払い、水道代は請求人が支払って生活

してきた。

(2)･ ･亡Ａは、糖尿病のため、毎日夕食

前に血糖測定を行っていた。その結果

を本件管理ノートに、病気で入院する

○月末まで記録していた。このノート

により、亡Ａが毎日ｂ宅に居て、夕食

を取っていたことが分かり、また、血

糖測定器や糖尿病の薬がｂ宅にあるこ

とで、請求人及びその家族（以下「請

求人ら」という。）と起居を共にして

いた事実が分かると思う。また、亡Ａ



が毎朝早起きし、近所の公園である「○

○○○の森」を散歩し、ラジオ体操を

していたことは近所の方々の皆さんが

知っている事実である。亡Ａは、テレ

ビの「水戸黄門」、「ＮＨＫ大河ドラマ」

だけでは足りず、スカパーの時代劇だ

けを契約して見ていた。また、亡Ａは、

日曜日にはジャスコ○○店の油絵教室

に通い、ほぼ毎日夕食後、その絵を手

直しして仕上げていた。今でも、亡Ａ

の絵が多数残っている。

(3)　利害関係人のことは、亡Ａが病気

で倒れ、手術室に入る時に初めて知っ

た。亡Ａは前記 (2) にもあるとおり、

毎日規則正しい生活をしていたので、

亡Ａに特定の女性がいることは全く知

らなかった。亡Ａは、請求人らには分

からないように気を使い慎重に隠して

行動していたのだと思う。平成○○年

○月に亡Ａと利害関係人が共同名義で

本件不動産を購入していたことも、亡

Ａが亡くなってから初めて知った。

(4)　亡Ａと利害関係人がｃ宅で同居し

ていたようなことはない。亡Ａは、

１００％ｂ宅に居た。そして、請求人

の妻が亡Ａの普段の生活の世話をして

いた。例えば、糖尿病であった亡Ａは、

１日１６００カロリーの食事摂取コン

トロールが必要であり、請求人の妻が

それを守るため、朝昼晩管理し、昼は

弁当を作っていた。

４　以上に基づいて、本件の問題点につい

て検討し、判断する。

(1)･ ･利害関係人と亡Ａが事実上婚姻関

係と同様の事情にあったと認めること

ができるかどうかを検討する。戸籍上

の夫婦でない者が、国年法第５条第８

項及び厚年法第３条第２項にいう事実

上婚姻関係と同様の事情にあった者で

あると認められるためには、①　両当

事者間に婚姻共同体を形成し、維持し

ようとする合意があること、②　社会

通念上婚姻共同体としての生活と認め

られる事実があること、の二要件が具

備されていなければならないと解する

のが相当であるところ、本件の場合、

亡Ａの死亡当時における同人と利害関

係人との関係は、次のような事情を総

合勘案するならば、①、②いずれの要

件についてもそれを満たしていると認

めることはできない。したがって、亡

Ａと利害関係人が事実上婚姻関係と同

様の事情にあったとは認められないか

ら、利害関係人を本件未支給年金等の

受給適格者と認定することもできな

い。

ア　利害関係人は、平成○年ころから

平成○年○月まで亡Ａとｃ宅で同居

し、その後、平成○年○月に亡Ａと

共同名義で本件不動産を購入した

ことをもって、請求人と亡Ａが同

居を継続し、消費生活上の家計を一

つにしていたものであると主張して

いるが、利害関係人と亡Ａがｃ宅で

同居していた事実をうかがわせる客

観的資料は前記年賀状以外にはない

こと、不動産の共同購入が消費生活

上の家計を一つにしていたこととは

必ずしも直接に結び付かないことか

ら、この請求人の主張をそのまま採

用することはできない。

イ　そして、前記認定に係る事実、と

りわけ日常の生活に用していたと思

われる様々な物がｂ宅に存したこと

からすれば、亡Ａはｂ宅で請求人ら

と共に毎日起居し、生計を一つにし

ていたとみるのが相当である。また、

亡Ａが利害関係人と交際し、本件不

動産を共同購入したことは事実であ

るとしても、その事実は請求人らに

は意図的に隠されていたとみるのが

相当であるから、亡Ａと利害関係人

の間に、婚姻共同体を形成し、維持

しようとする明確な合意があったと

はうかがえず、社会通念上婚姻共同

体としての公然たる生活の事実も認

められないといわざるを得ない。

(2)　請求人を本件未支給年金等の受給

適格者と認めることができるかどうか

であるが、同人と亡Ａは、平成○年○



月○日から同居し、亡Ａが死亡するま

で少なくとも○○年以上にわたって同

居を継続したものと認められ、その間、

両名が生計を別にしていたとする事情

も特にうかがえないから、請求人と亡

Ａは生計を同じくしていたものと認

め、請求人を本件未支給年金等の受給

適格者と認定するのが相当である。　

(3)･ ･以上によれば、厚生労働大臣が、

請求人に対し、先行処分を取り消し、

本件未支給年金等を支給しないとした

原処分は不当であり、取消しを免れな

い。･･

以上の理由によって、主文のとおり裁決す

る。


